


 

茨城県後期高齢者医療広域連合人事行政の運営等の状況の公表 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

  当広域連合の職員は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の17の規定に基づき、

茨城県、茨城県内市町村（以下「派遣元自治体」という。）から派遣された職員（以下、

「派遣職員」という。）、茨城県後期高齢者医療広域連合一般職の任期付職員の採用及び給

与の特例に関する条例（令和７年条例第１号）第２条第２項の規定に基づき採用された任

期付職員及び茨城県後期高齢者医療広域連合会計年度任用職員の任用等に関する規程（令

和２年訓令第１号）第２条第１項第１号の規定に基づき採用された職員（以下「フルタイ

ム会計年度任用職員」という。）で構成されています。 

（１） 任命・任命解除者数の状況（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで） 

ア 任命者数の状況 

一般職員 15名 

 

イ 任命解除者数の状況 

一般職員 21名 

 

（２） 職員数の状況（令和７年４月１日現在） 

派遣元自治体名 人数 派遣元自治体名 人数 

茨城県 １名 ひたちなか市 ２名 

水戸市 ３名 潮来市 １名 

日立市 ２名 守谷市 １名 

土浦市 １名 坂東市 １名 

古河市 ２名 かすみがうら市 １名 

石岡市 １名 桜川市 １名 

下妻市 １名 つくばみらい市 １名 

常総市 １名 小美玉市 １名 

北茨城市 １名 東海村 １名 

牛久市 １名 八千代町 １名 

つくば市 ２名 五霞町 １名 

合  計 28名 

 



 

 

 

 

 

 

２ 職員の給与の状況 

（１） 職員の給与の状況 

〇 派遣職員及び任期付職員（派遣元給与支給）※１の給与は、派遣元自治体等の関係

規定により派遣元自治体等が支給しています。派遣元自治体等が支給した給与相当

額は、人件費負担金として、広域連合から派遣元自治体等へ支払います。 

 

人数 科目 金額 

30 人件費負担金 260,040千円 

 

〇 派遣職員等が通勤で有料道路を利用することが常例である場合、茨城県後期高齢

者医療広域連合通勤に係る有料道路利用料の支給に関する規程（令和６年訓令第５

号）に基づき、広域連合が派遣職員等へ有料道路利用料相当額を支給しています。 

 

人数 科目 金額 

１ 有料道路利用負担金   354千円 

 

〇 任期付職員（直接給与支給）※２及びフルタイム会計年度任用職員の給与について

は、当広域連合から支給されます。 

 

人数 科目 金額 

５ 
給料 17,185千円 

手当  9,121千円 

 
 
 
 
 
 

※１ 任期付職員（派遣元給与支給）とは、派遣元の身分を併せ持ち、派遣元から給与が支給される職
員をいう。 

※２ 任期付職員（直接給与支給）とは、広域連合が直接給与を支給している職員をいう。 
 

 
 
 
 

広域連合が採用している職員 人数 

任期付職員 ３名 

フルタイム会計年度任用職員 ４名 

合  計 ７名 



 

（２） 職員の平均年齢（令和７年４月１日現在） 

〇 職員の平均年齢は41歳となっています。 

 

（３） 特別職の報酬の状況（令和８年４月１日現在） 

区 分 年額日額の別 金  額 

広域連合長 年 額 60,000円 

副広域連合長 年 額 48,000円 

議長 日 額 9,000円 

副議長 日 額 8,500円 

議 員 日 額 8,000円 

選挙管理委員 日 額 8,000円 

監査委員（議選） 日 額 8,000円 

監査委員（識見） 日 額 8,000円 

公平委員 日 額 8,000円 

附属機関の委員等 日 額 8,000円 

 

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件及び休業の状況 

（１） 勤務時間について（令和８年４月１日現在) 

〔一般職員の場合〕 

勤務時間 休憩時間 週休日 

１週間当たり １日当たり 

正午から 

午後１時まで 
日曜日及び土曜日 

（勤務時間を割り振らない日） 38時間45分 
７時間45分 

午前８時30分から 

午後５時15分まで 

上記の勤務時間を原則としますが、11区分により勤務時間の変更ができる時差出勤を認

めています。 

 

（２） 休日について（令和８年４月１日現在) 

正規の勤務時間においても勤務することを要しない日 

○ 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日 

○ 年末年始の休日（12月29日から翌年の１月３日までの日） 

 
 
 
 



 

（３） 休暇及び休業について（令和８年４月１日現在) 

○ 夏季休暇：７月から９月までの期間（当該期間が業務の繫忙期であることその

他の業務の事情により当該期間内に当該休暇の全部又は一部を使用

することが困難であると認められる職員にあっては、６月から 10 

月までの期間）内における、週休日、休日及び代休日を除いて原則

として５日を超えない範囲内の期間としています。 

○ その他 ：派遣元自治体等の例によるものとしています。 

 

４ 職員の分限及び懲戒処分並びに退職管理の状況 

 （１） 分限及び懲戒処分の状況 

○ 令和７年度の処分はありませんでした。 

 

（２） 退職管理の状況 

〇 地方公務員法第38条の２第３項等の規定に基づく、令和７年度における退職管

理規制の対象となる再就職者はありませんでした。 

また、退職者からの働きかけに関する届出はありませんでした。 

 

※派遣職員及び任期付職員（派遣元給与支給）の分限及び懲戒処分並びに退職管理

については、派遣元自治体等の関係規定を適用し、広域連合の長の報告に基づき、

派遣元自治体等の長が行うものとされています。 

 

５ 職員の服務の状況 

（１） 職務専念義務免除 

承認件数 14件 事 由 
健康診断（人間ドックを含む）等の 

厚生に関する計画の実施に参加 

 
 

（２） 営利企業等への従事 

〇 令和７年度の営利企業等への従事者はありませんでした。 

 

 

 

 



 

６ 職員の研修及び人事評価の状況 

（１） 職員研修の状況（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで） 

〇 令和７年度は、当広域連合では、情報セキュリティ研修、メンタルヘルス研修

及び管理職研修等を行いました。 

また、派遣職員及び任期付職員（派遣元給与支給）は派遣元自治体等が実施する

研修に参加しています。 

 

（２） 人事評価の状況 

目  的 

職員の執務について人事評価を統一的に行い、これを職

員の指導及び監督の有効な指針並びに任用、給与、分限

その他の人事管理の基礎とするとともに、公正な人事行

政を行い、もって職員の能力の発揮及び増進を図ること

を目的としています。 

評 価 の 種 類 定期評価 

評価の対象となる職員 課長以上の職にある職員を除く職員 

評価を行う職員 

 

被評価者 評価者 調整者 審査者 

課長補佐、係長 課長 事務局次長 事務局長 

    

被評価者 評価者 調整者 審査者 

係員 課長補佐 課長 事務局次長 

  

評 価 基 準 日 10月１日 

評価対象期間 10月１日から翌年９月30日まで 

 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１） 職員の福祉 

〇 派遣職員及び任期付職員（派遣元給与支給）の厚生事業については、派遣元自

治体等にて実施しています。 

〇 任期付職員（直接給与支給）及びフルタイム会計年度任用職員の厚生事業につ

いては、健康診断（人間ドックを含む）及びストレスチェックを実施しました。 

〇 令和７年度における公務災害及び通勤災害はありませんでした。 

 

（２） 利益の保護の状況 

〇 令和７年度における勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分に関する審査

請求はありませんでした。 


